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東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震の被災に伴う出産育児一時金等 

に係る医療機関等の取扱い及び直接支払制度の積極的活用について 

 

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災に伴う出産育児一時金等に係る医

療機関等の取扱いにつきましては、当分の間、下記のとおり取り扱われることとなりました

ので、貴会関係会員への周知方ご高配賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 被保険者証等の提示について 

  「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱（以下「実施要綱」とい

う。）において、被保険者等又は被扶養者（以下「妊婦等」という。）は、入院の際に、

被保険者証を医療機関等に提示することとされているが、被災のため、被保険者証を家に

残したまま避難している等の理由により提示できない場合であっても、妊婦等が希望する

場合には、直接支払制度を利用することが可能です。 

  また、退職前に加入していた健康保険の保険者からの支給を希望する際、資格喪失等を

証明する書類を併せて提示することとなっておりますが、これも同様の取扱いとなります。 

 

２ 保険者の特定について 

  直接支払制度を利用する妊婦等で１の場合、医療機関等において可能な限り、以下の事

項について確認してください。 

  ① 妊婦等が加入する（支給を希望する）保険者名 

  ② ①の確認が困難な場合には、妊婦等が加入する（支給を希望する）保険が被用者保

険か国民健康保険かを確認の上、被用者保険にあっては事業所名、国民健康保険にあ

っては住所 

  ③ ①及び②の他、妊婦等の避難先住所、電話番号等、保険者の特定に資する情報 

 

３ 専用請求書の記載方法等について 

  直接支払制度において、実施要綱に定める「出産育児一時金等代理申請・受取請求書」



（以下「専用請求書」という。）には、保険者番号、被保険者証の記号及び番号等の記載

が必要ですが、保険証等の提示ができない１の場合の専用請求書の記載方法等については、

追って連絡される予定です。 

  また、追って連絡される請求に係る通知においては、妊婦等が被用者保険なのか国民健

康保険なのか不明な場合の請求方法、受取代理を予定していたが、被災等により急遽分娩

施設が変更されるなど、予定外の変更等に関する取扱いについても示される予定となって

おります。 

 

４ 直接支払制度の積極的活用等について 

  直接支払制度を導入していない医療機関等では、受取代理制度の利用や、妊婦等が保険

者に直接申請し、出産育児一時金等の支給を受けることとなりますが、被災地域の市町村

国民健康保険者においては、当分の間、支給事務に支障を来す可能性もあるため、妊婦等

の希望に応じて、個別に直接支払制度に対応いただくなど、妊婦等の経済的負担の軽減に

ご配慮ください。 

  なお、直接支払制度による支給申請に対して、国民健康保険団体連合会へ費用を支払う

ことができない被災地域の市町村国民健康保険者については、国民健康保険団体連合会に

おいて、立て替えて支払うことが検討されております。 

 

５ 受取代理制度の利用について 

  受取代理を採用する医療機関等では、妊婦等は、「出産育児一時金等の受取代理制度」

実施要綱別添様式１の『出産育児一時金等支給申請書（受取代理用）』を作成（受取代理

制度を採用する医療機関等による必要事項の記載を含む。）する必要がありますが、作成

に当たって、加入する保険者や被保険者証の記号及び番号等がわからない場合であっても、

２の確認方法により、医療機関等において保険者を特定し、受取代理制度の利用について

保険者に確認の上、受取代理制度を利用することとなります。 
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